
年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

1
1
2

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成２６年度 決算 （活動実績・コスト情報・目標到達度）
・地震ハザードマップの作成・配布

県が行った地震被害想定結果のデータを基に、南海トラフ巨大地震による震度分布図や建物被害マップなど

対象地域 廿日市、佐伯、吉和、大野、宮島（地域ごとに作成）
作成部数 廿日市38,000　佐伯5,500　吉和500　大野14,000　宮島1,400　

・事業費関連
【歳入】

社会資本整備総合交付金 円
【歳出】

委託料
（ハザードマップ作成業務） 円
（ハザードマップ配布業務） 円

年度決算

を掲載した地震ハザードマップを作成し、各戸へ配布した。

    そ   の   他（使用料など）

    県　 支　 出　 金

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

2,397,000

平成26年度決算① H26からH27へ繰越

2,397,000

H２６
実績値

備考

基 本 目 標 健やかな暮らしを支え、安全で快適に暮らせるはつかいち 款 消防費
消防費

担当課名 総務部　危機管理課

予
算
科
目

会計

01

目
項

08

防災費重 点 的 取 組
政 策 目 標

01 一般会計

04災害に強いまちをつくる

安全で安心して暮らせるまちに

23

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

市民（事業者及び滞在者を
含む）

日頃から防災意識を持ち、事前の対策を行っていただくことにより、大規模地震か
ら市民の皆さんの生命を守る。

事業名
防災一般事業

事業開始年度 平成

根拠法令
条例

個別計画 等

実施主体 関係団体（パートナー） 事業実施に係る市役所（職員）の役割

市
自主防災組織等

請負業者
県

・正確でわかりやすいマップの作成
・自主防災組織等に対する出前トークや避難訓練の働きかけ

災害対策基本法、市地域防災
計画　等

①

地震ハザードマップの作成・配布

4,320,000
475,328

人口（4月1日現在）

  直  接  事  業  費  A

②

市民1人当たり

財
源
内
訳

  総  事  業  費 (A+B)

単
位
コ
ス

ト
換
算

    国   庫   支   出   金

  人  件  費  (按 分） B

①のうちH25から繰越

コ
ス
ト
情
報

（
円

）

項　　目

    借   入   金   ( 市 債 )

    市  （ 市税 な ど ）
人

4,795,328

0.30 人
2,572,200

2,398,328

人
63

117,680

7,367,528

人117,182

H２５
実績値

Ｈ２６
目標値

H２７
目標値

301
目
　
標

到
達
度

活  動  及  び  成  果  指  標 単位

成
果

ハザードマップを活用した避難訓練 回

活
動

ハザードマップの広報回数 回

2 2

30

平成 26

平成 25

10


